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議案第１５５号
大津市医療費助成条例の一部を改正する条例の制定に

ついて

令和５年１２月１４日

健康保険部保険年金課

＜改正理由＞
滋賀県より子どもと障害者を対象とする医療費助成制度の拡充を行う
方針が示されたことに伴い、大津市医療費助成条例（昭和４８年３月
２６日条例第６号）について、所要の改正を行うもの

令和５年１１月通常会議 教育厚生常任委員会

議 案 説 明 資 料



Lake Biwa

Otsu City

○ 助成拡充対象者
中学校卒業（中３）まで ⇒ １８歳となる年度の末日まで ※ 高校生世代は県費１００％補助事業
（小学生・中学生の医療費助成は子ども医療費助成事業で対応） 市費事業

○ 拡充時期 令和６年４月診療分から

○ 助成方法 現物給付
（滋賀県内の医療機関のみ。県外受診等で受給券が使用できなかった場合は償還払）

２

＜拡充内容＞

○ 窓口での自己負担は現行どおり
・入院医療費：自己負担金あり－病院ごと１，０００円／１日、月限度額１４，０００円
・通院医療費：自己負担金あり－１診療報酬明細書あたり５００円／１月

参考

大津市医療費助成条例の一部を改正する条例の制定に
ついて（子どもの医療費助成制度の拡充について）

○ 拡充に伴う財政負担増見込額 約１億８，０００万円（年間分）（高校生世代 約１０，０００人分）
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○ 助成拡充対象者
２０歳以上の人のうち、 身体障害者手帳３級＋精神障害者保健福祉手帳２級 の２種類所持者
(精神通院の医療費助成はこれまでどおり、精神科通院医療費助成事業で対応）

精神障害者保健福祉手帳１級所持者
特別児童扶養手当１級支給対象児童

○ 拡充時期 令和６年４月診療分から
○ 助成方法 現物給付

（滋賀県内の医療機関のみ。県外受診等で受給券が使用できなかった場合は償還払）

自己負担については前頁、（子どもの医療費助成制度の拡充について） の に記載
（市県民税非課税世帯に属する者 自己負担なし）

３

＜拡充内容＞

参考

大津市医療費助成条例の一部を改正する条例の制定に
ついて（障害者の医療費助成制度の拡充について）

○ 拡充に伴う財政負担増見込額 約４００万円（年間分）（約１１０人分）
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大津市医療費助成条例の一部を改正する条例の制定に
ついて（現行条例と改正（案）の助成対象者対比表）

４

＜助成対象者対比表＞
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大津市医療費助成条例（昭和４８年条例第６号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

大津市医療費助成条例 大津市医療費助成条例 

昭和４８年３月２６日 昭和４８年３月２６日 

条例第６号 条例第６号 

注 平成６年９月２７日条例第３２号から条文注記入る。 注 平成６年９月２７日条例第３２号から条文注記入る。 

（対象者） （対象者） 

第２条 この条例により医療費の支給を受けることができる者（以下「対

象者」という。）は、本市の区域内に住所を有する者であって、規則

で定める医療保険に関する法律（以下「医療保険各法」という。）に

よる被保険者又は被扶養者であるもののうち、次の各号のいずれかに

該当するものとする。 

第２条 この条例により医療費の支給を受けることができる者（以下「対

象者」という。）は、本市の区域内に住所を有する者であって、規則

で定める医療保険に関する法律（以下「医療保険各法」という。）に

よる被保険者又は被扶養者であるもののうち、次の各号のいずれかに

該当するものとする。 

（１）から（３）まで （略） （１）から（３）まで （略） 

（４） 障害者で、次のいずれかに該当するもの（前３号に該当する

者（次項の規定により医療費を支給しないこととされる者を除く。）、

規則で定める施設に入所している者、本市の区域内に所在する障害

者支援施設等（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律（平成１７年法律第１２３号）第５条第１１項に規定す

る障害者支援施設その他規則で定める施設をいう。以下同じ。）に

入所したことにより、他の市町村から本市の区域内に住所を変更し

た者（規則で定める者を除く。）及び他の条例の規定により医療費

（４） 障害者で、次のいずれかに該当するもの（前３号に該当する

者（次項の規定により医療費を支給しないこととされる者を除く。）、

規則で定める施設に入所している者、本市の区域内に所在する障害

者支援施設等（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律（平成１７年法律第１２３号）第５条第１１項に規定す

る障害者支援施設その他規則で定める施設をいう。以下同じ。）に

入所したことにより、他の市町村から本市の区域内に住所を変更し

た者（規則で定める者を除く。）及び他の条例の規定により医療費

５ 
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の助成を受けることができる者を除く。） の助成を受けることができる者を除く。） 

ア 身体障害者手帳の交付を受け、障害程度等級表の１級又は２級

に該当する者 

ア 身体障害者手帳の交付を受け、障害程度等級表の１級又は２級

に該当する者 

（新設） イ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第

１２３号）第４５条に規定する精神障害者保健福祉手帳（以下「精

神障害者保健福祉手帳」という。）の交付を受け、障害の程度が

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令（昭和２５年政

令第１５５号。以下この条において「政令」という。）第６条第

３項に定める１級に該当する者 

イ 身体障害者手帳の交付を受け、障害程度等級表の３級に該当す

る者で、２０歳に達する日の属する月の末日を経過していないも

の                                                        

                                   

ウ 身体障害者手帳の交付を受け、障害程度等級表の３級に該当す

る者（  ２０歳に達する日の属する月の末日を経過した者にあっ

ては、精神障害者保健福祉手帳の交付を受け、政令第６条第３項

に定める２級に該当するものに限る。） 

ウ 児童相談所又は更生相談所において知的障害の程度が重度又は

中度と判定された者 

エ 児童相談所又は更生相談所において知的障害の程度が重度又は

中度と判定された者 

エ 身体障害者手帳の交付を受け、障害程度等級表の４級に該当し、

かつ、児童相談所又は更生相談所において知的障害の程度が軽度

と判定された者で、６歳に達した日以後最初の３月３１日を経過

し２０歳に達する日の属する月の末日を経過していないもの 

オ 身体障害者手帳の交付を受け、障害程度等級表の４級に該当し、

かつ、児童相談所又は更生相談所において知的障害の程度が軽度

と判定された者で、６歳に達した日以後最初の３月３１日を経過

し２０歳に達する日の属する月の末日を経過していないもの 

（新設） カ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１

３４号）第２条第１項に規定する特別児童扶養手当の支給対象児

童であって、障害の程度が特別児童扶養手当等の支給に関する法

６ 
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律施行令（昭和５０年政令第２０７号）別表第３に定める１級に

該当するもの 

（５） １５歳に達する日以後最初の３月３１日を経過していない者

（前各号に該当する者を除く。） 

（５） １８歳に達する日以後最初の３月３１日を経過していない者

（前各号に該当する者を除く。） 

（６）及び（７） （略） （６）及び（７） （略） 

（８） 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律第５２条第１項の規定により自立支援医療費（障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成１８年政

令第１０号）第１条の２第３号に規定する精神通院医療に係るもの

に限る。以下「精神通院医療費」という。）の支給認定を受けてい

る者で、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法

律第１２３号）第４５条に規定する精神障害者保健福祉手帳の交付

を受けているもののうち、障害の程度が精神保健及び精神障害者福

祉に関する法律施行令（昭和２５年政令第１５５号）第６条第３項

に定める１級又は２級に該当するもの（規則で定める施設に入所し

ている者を除く。） 

（８） 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律第５２条第１項の規定により自立支援医療費（障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成１８年政

令第１０号）第１条の２第３号に規定する精神通院医療に係るもの

に限る。以下「精神通院医療費」という。）の支給認定を受けてい

る者で、精神障害者保健福祉手帳の交付を受けているもののうち、

障害の程度が政令第６条第３項に定める１級又は２級に該当するも

の（規則で定める施設に入所している者を除く。） 

２及び３ （略） ２及び３ （略） 

 

７ 


